














タイで 自動車組 立が輸入代替型産業 としてス ター トするのは1960年代 の
ことである。輸入代替型産業 とはいえ,一 般 に言われているような非競争的
な市場 が形成 されて きたのではない。1960年代半ばにはすでに過当競争 を
心配す るような声 が上がっている。 ところが,競 争的市場ではあ りなが ら,
競争圧力が働いて効率化に向かって進むということにはなっていない し,ま
た市場が拡大するというわけで もない。 タイで自動車組立が始 まってか らす
でに30年が経過 して いるが,そ の間の 自動車組立産業の発展は遅々 とした
ものであ って,組 立台数 も10万台前 後で低迷 していた。 しか し,1980年代
後半 に日本な どか らの直接投資 ブームとともにタイ経 済が急成長 を遂げ る
と,自 動車 に対す る需要 も急増 し自動車組立産業で も設備拡張競争が起こっ
た。
一方,1980年代後半 には自由化が世界的 な潮流 とな り,タ イの 自動車産
業 もいずれは自由化に向かうことは避け られない とみ られていた。この動 き
を顕在化させ たのが1991年2月の クーデター後に成立 したアナ ン政権であっ




対する反応をフォローすることに より,タ イ自動 車産業の現状 と自由化政策
の影響 について分析することにあ るq圏。本章の構成は以下の とお りである。
第1節ではタイで競争的 と言 われる自動 車組立産業が形成 された様子 を振 り
返 る。第2節では自動車産業の自由化政策 を巡 る政府 と自動車産業の対応 を
取 り上げ,第3節 では自由化政策の重要 な要素である完成車輸入が どの よう
な形で阻害 されていったかを検討する。第4節では自由化政策の影響 と して
需要の低迷 と設備投資 を取り上げる。
第1節 保護政策下における競争的市場の形成
タイで は第2次 世界 大 戦以前 には 乗用 車 の組 立 ・修理 工 場 は な く,ト ラ ッ
ク ・バ ス車 体組 立工 場 が4工場 あ った にす ぎない。 しか し,サ リ ッ ト政権 に
よ って本 格 的 な輸 入代 替工 業 化 が始 まる1958年末 に は 自動 車組 立 ・修 理 工
場 は111工場 に達 し,ト ラ ッ ク ・バ ス車 体 組 立工 場 も11工場 に増 え てい る。
さ らに,そ の2年 後の1960年末 には前 者 が233工場,後 者 が36工場 に増 え て
い る【21。自動 車組 立 ・修 理工 場 の ほ とん どは修 理工 場 と思 わ れ るが,こ の数
字 か ら自動 車が 普 及 してい く様 子 が窺 え る。
1958年12月の革 命 団布 告33号に基づ いて投 資 委 員 会の 許 可 を得,60年 ま
で に契 約 を完 了 した 自動 車組 立会 社 にはKanasutCorporationLtd.,Dhonburi
AssemblyCo.Ltd.,ThaiMotorAssemblyCo.Ltd.,SiamKolkarn&NissanLtd.
の4社が あ るが,こ の うちKanasutCorporationLtd.は助成 特 典 を他 に譲渡 し
てい る13}Q
1962年に は産 業投 資 奨 励 法が 改 訂 され,自 動 車組 立 は中 程度 の優 先 順 位
で あ るB種 産業 に分類 され,年 間組 立台 数300台以上 をその 条件 と して い る。
この条件 が それ ほ ど厳 しい ものでは なか った こと,ま た競 争意 識 が強 か った
こ とに よ り自動車 組立 関係 で も投 資 委員 会 に奨励 措 置 を申請す る もの が相次
い だ。
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1962年末 まで に投 資 委 員 会の 許 可 を得,奨 励 認 可 証 の交 付 を受 け た企 業
と して は,TheKarnasutaGeneralAssemblyCo.Ltd.(自動車組立),Sammitr
MotorCo.Ltd.(自動車部品工業),ToyotaMotor(Thailand)Co.Ltd.(自動車組立)
Mitsubishi(Thanand)Co.Ltd.(自動車お よび トラ ック組立),Tho㎎Chai(1962)
Co.Ltd.(自動車部品製造)な どが あ る。 また,1963年に奨 励 認可証 の交 付 を受
けた もの にAnllexMotorCo.Ltd.(自動車 ・トラクター組立:乗 用車 ・トラック




さて,こ の よ うに 自動 車 組 立 産 業へ の 進 出 の結 果,1966年まで には 日本
の主 な 自動 車 メ ー カ ーの進 出 は終 わ り,68年末 には 奨励 措 置 を受 け た 自動
車 組立 企 業 は10社に達 した。 当時 の市 場 規模 が1960年代 末 で も5万台,組 立
台 数 で はせ いぜ い2万 台 とい う小 さな市場 であ る ため に60年代 半 ば に はす で
に「過 当競争 」が 心 配 され てい た 。 「自動 車 や トラ ックの組 立 工 場 に して も,
申請 案 件は 多す ぎて,企 業 と して,そ れ ぞれ存立 で きるこ とは困難 で,い ず
'れかが敗 退す るか
,脱 落 す るか,と もに弱 体の ままに推 移 せ ざるを得 ない で
あ ろ う」と言 われ て い た6'。しか し,こ こで 考慮 しな けれ ば な ら ない の は,
1962年の産 業投 資 奨励 法 の改 訂 で も示 され て いる ように年 間組 立台 数300台
以 上 をその条 件 と して い る とい うこ とで あ る。 この 数字が 意味 す る と ころは,
自動 車組 立 産業 が決 して近代 的資 本集 約 的産業 で は な く,労 働 集約 的 な小規
模経 営 で成 り立 つ もの であ る とい うこ とであ る。 だか らこそ多 くの企 業が 自
動車 組 立産業 に進 出 し得 た と言 え る。 また,政 府 の 産業奨 励策 の意 図 も近代
的産 業 を育 て る とい うので は なか った とい うこ とも窺 える。
一方 ,な ぜ 「過 当競 争」が懸 念 され なが ら も民 間企 業 は進 出 したか とい えば,
輸 入代 替が進 んで完 成 品の輸 入 が禁止 に な った場 合 に も,半 製品 を輸 出す る
こ とで市場 を確 保 で きるか らで あ る。 また,タ イ政府 の政 策誘 導 も巧妙 で あ
った。1962年の 産 業投 資奨 励 法の改 訂 を契 機 に投 資委 員 会 は「自動車 産 業 に
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関 しては,申 請順 により5社に限 って同法の適用会社に指定す るとの制隈枠
を設 けた」`6監。 このため自動車メーカーは先 を争って投資委員 会に申請する
のであるが,2年後にはこの制限枠に取 り払 われ,そ の後 も奨励措 置を与え
続けるのである。
1970年代には タイ国内での 自動車組立台数は徐 々に増加 し,80年代前半
には10万台を超える ところ まではい くのだが,競 争的 と言われ る市場構造
には基本的には大 きな変化はなかったと言 ってもよいだろ う。問題はこのよ
うな競争的 といわれる タイの 自動車組立産業が効率的であるのかどうか,な
ぜ発展 につなが らなかったのか とい うこ とである。 この点 について,池 本 は,
すでに「輪入代替工業化政策の罠」という概念 を用 いて分析 を行 っだ71。本章
では この点 について1991年の 自動車 自由化政策 と企業の対応 をみるこ とに
よって検討 してい くことにする。
第2節 タイ自動車組立産業の自由化政策
タイは,1960年代に輸入代替型の工業化 を開始する。 タイの場 合,民 間
企業の果た した役割が大 きいために民間主導型の工業化であった と言われ る
が,し か し,そ のような工業化 を誘導 した とい う点で政府の保護政策の果た
した役割 も大 きかった。1970年代 には,食 料加 工,繊 維 な どは輸出産業 と
して育ってい くが,こ れ らの産業は,比 較優位に従って国際競争力 を付けて
きた ものである。 ところが,比 較優位に適合 していないがために,い まだ国
際競争力 を付けていない産業では自由化に際 して民 闘か らの反発が予想 され
るため政府の強力な指導力 を必要とする。 このような役割 を'果たそうとした
のが1991年2月23日のクーデ ター後,発 足 したアナン政権である。この内閣
はテクノクラー トを中心 に構城 され,当 初から自由化政策を指向する ものと
み られていた。 また,1992年4月までに行 われる予 定の総選挙 まで とい う任
期の限 られた政府であ り,この時限性がアナ ン政権に改革を急がせ ることに
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なった。
アナ ン政権の 自動車産業 自由化政策 は1991年4月9日の閣議で2300cc以下
の小型乗用車の輸入禁止を解除 した ことに始 まる。 この自由化政策の目的は,
公式には長期的な視野に立ってタイの自動車産業に競争原理 を導入 し,国 際
競争力を高め ようとする ものであった。小型乗用車の輸入解禁 とい う課題 は,




図 も一方であった。 ステ ィー ・シンパサ ネー(SutheeSin8hasaneh)大蔵大 臣
は自動車産業はすでに超過利潤をあげているので価格を下げるべ きだと主張
した。「現在の 自動車市場ではカルテルが形成 されてお り,供 給 を制限する
ことによって容易に価格をつ り上げることができる。そ して巨大な超過利潤`
をあげている。 自由化はこの ような状況を改善す ることがで きる。関税引下
げは強い自動車産業 を育てるために必要である」〔δ,というのがその主旨である。
一方,ウ ィーラ ・ス ッサ ンカラカ ン(ViraSusangkarakan)副工業相 もまた「こ
の10年ほど行 われ て きた国産化政策が自動車産業の成長 を促 していないば
か りか 自動車価格を必要以上に高めることになっていた」「自動車産業は手厚
い保護 を受けなが ら消費者は何 も保護を受けていない」【9♪と発言 してお り,産
業の育成 よりも消費者 を優先するとい う態度が表れている。 また「日系企業
はタイ人の消費者の犠牲の上に自動車市場 を独 占 している」嶋と主張する役
人 もいて,日 系企業 を中心 とする自動車組立企業が政府の保護政策の下で超
過利潤 を上げていると見な されてお り,そ れが自由化への動 きを強めたど言
える。
問題は完成車の輸入税率が どの程度になるか とい うことである。それに よ
ってどの程度の競争圧力 を持 ち込むかが決 まって くるか らである。当初の業
界の見方は非常に楽観的であ り,政府は民間セクターと相談 しなが ら,タ イ
国産車に影響の出ないような水準 に輸 入税率が決 まるもの と予想 していた。
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国産車に影響の出ない水準 とは輸 入車価格が国産車価格 よ りある程度高 くな
る水準 とい うこ とである。サ イアムモ ー ターズによるとその価格差 は40～
50%では影響はないが,20～30%の価格差では少 し不安 があ るとしている。
実 は政府 との交渉の過程で後になるほど必 要な価格差の程度 が20%よりも
小 さくなってい くことを考慮する と,こ の発言は20%程度の価格差が出る
ような関税率であれば「国産車に影響のでない水準」である ことを示唆 してい
る と考え られる。結局,こ の時点では関税引下げの影響 と しては「スペシ ャ
ルカー的な ものや欧州の高級小型乗用車などが若干増えるかな,と いった と
ころで完成輸 入車の台数が急増す ることは ない」【n'とい う程 度にみてお り,
国内組立車 に対する影響はあ まり大 きくない と考 えていた。
1991年6月の初めには自動車の輸 入関税引下げ幅の具体的な数字が出て く
る。地元の新聞は,「CBUは現行300%(輸入税200%+サーチャージ100%)が一
律60%に,CKDについては112%が20%に引 き下げ られる1Lコと報 じている。
この大蔵省案 に対 しウィーラ副工業大臣は異議 を唱 え,「消 費者の利益 を考
えて これ らの税率 を同 じレベルにする必要がある。国内の 自動車産業 を20
年以上にわた り保護 してきてお り,さ らに保護す る必要はない」と述べてい
る。一方,シ ワウォン自動車産業開発委員会議長は,「大蔵省案は国内の 自
動車産業に打撃 を与 えるもので賛成で きない」臓と述べ ている。工業省の大
臣レベルでは消費者優先なのに対 し,自 動車産業開発委員会は自動車組立産
業の保護 を目指 していると言えよう。
6月9日になる と工業省 と大蔵省は 自動車輸入に対す る新 しい関税率 につ
いて合意に達 したとウィーラ副工業相が発言 している。この時,考 えられて
い た新 しい輸入関税率 はすべ ての車種について60%とす るとい うものであ
る。スペアパ ーツの輸入関税率 については,大 蔵省は現行 の30～80%を一
律20%に引 き下げるよう提案 したのに対 し,工 業省案ではパーツ製造業者
の保護 を目的 として一律30%にするように主張 しだ艮4}。その意図は何であれ,
大蔵省案 はアセンブラーに有利に,工 業省案は部品製造業者に有利 なもので
あった。 しか し,いずれにせ よ自由化の動 きは自動車部品国産化政策の転換
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を意味 していた ことは同 じである。工業省,商 務省,大 蔵省の3省は自動車
部品の輸入税 を引 き下げる と同時に国産部品使用の規制 を緩和することの検
討に入っている。つ まり,組 立段階の輸 入代替から部品製造段階の輸入代替
に進んでいた ものを,自 由化 によって部品製造段階の輸入代替を逆戻 りさせ
ようとい うことである。部品産業は・自動車の組立に比べて規模の経済が働 く
産業で,部 品に対する需要が国内市場に よって限 られているため大量生産に
よるコス トダウンが実現で きないでいた。完成車の輸 入自由化を行 うために
は国産化の後退 という形で競争力 を持たない部分 は切 り捨 ててい くという方
針 を示 したものである。
この ような情 勢 に対応す るために自動車部品製造業者協 会のウ ィワ ッ ト
(VivatPraeprewllgarm)会長は,工 業省に対 し自動車部品の材料の輸入税 を現
行の4～155%から最高で も3%に引 き下げるように要請 した。「現在,約300
の部品製造企業があるが,こ のうち,日 本およびヨーロッパ車のプラン ド名
で生 産 している80社については関税引下げで不利 を被るだろ う。部 品輸 入
は年間800億バーツに達 し,こ の うち,200億バーツは国内での部品生産 の
ための原材料である。 もし,部 品の輸入関税 を下げると年に1200億バー ツ
に部品輸 入が増 えるだろ う」115とい うことである。実際に1200億バーツの部
品輸入が増えるか どうか分からないが,自 動車部品 メーカーが競争力 を維持
するためには部品生産に用いる材料にかかる関税 も引 き下げる必要があると
いうことである。
関 税引下 げ後の 自動車価格の予想 については「事業税がCKDについては
33%,CBUについては44%かかるので,CBUのほ うがCKDより安 くなるこ
とはないだろ う。 ただ し,両 者の価格差は縮 まるだろう。小売価格は20%
程度下がるだろ う」ぴ1。とい う予 測が なされている。価格差が縮小することに
対 してホンダ ・タイは「CKDについて も十分競争力がある もの を作 っていか




輸 入関税 の引 下げ は 自動 車の 価格 体系 に も影響 を与 え,そ れ まで 有利 であ
った ピ ックア ップ ・トラ ックが 不利 にな る恐 れが 出 て きた。 そ こで タイ工 業
連盟(FTI)はピッ クア ップ ・ トラ ック のCKDの 輸 入関 税 を政 府 案 の20%か ら
さ らに10%ま で 引 き下 げ,ピ ックア ップ ・ トラ ッ クに不利 に な らない よ う
工 業 省 に要 請 した。 これ は,こ れ まで は乗 用 車 よ りは10万バ ー ッ ほ ど安 か
った ピ ッ クア ップ ・トラ ッ クが,新 しい税 制 の 下 で は1～2万 バ ー ッ安 い程
度 に まで価格 差が 縮 まって しまい,ピ ックア ップ ・トラ ックか ら乗 用 車へ の
シ フ トが 起 こる と予 想 され るか らで あ る。 新 関税 率 を10%に まで 下 げ た場
合 に は価 格差 は7万バ ー ツ程 度 に なるll8。
結 局,関 税 引下 げ に伴 って価 格が 下落 す る こと を予想 して買 い控 えが起 こ
り,1991年1～5月期 の 自動 車販 売台 数 は前 年同期 間 比で18.6%の伸 びに留 ま
り,自 動 車の 在 庫 が1万5000台まで増 加 したL9。そ こで国 内 の 自動 車 組立 企
業 は政府 に対 し現 在あ るス トックを さば くた め 自動 車輸 入税 の 引下 げ を しば
ら く延 ばす よ うに要請 して い る。 これ に対 し,ウ ィー ラ副工 業 相 は 「輸 入税
を引 き下 げ た輸 入車 が 国内 で 入手 で きる よ うにな るの は6カ 月先 に なる見 込
み なので 引下 げ を先 送 りす る必 要 は ない 。 自動 車業 界 の反 応 は オ ーバ ー だ」
と述べ て反論 した⑳。
7月2日にな っ て よ うや く自動 車 輸 入関 税 の大 幅 な引 下 げが 閣議 決 定 され,
即 日,国 王勅 令 に よ り施 行 され た。 新 関 税率 につ い て は,た とえ ば2300cc
以 上 の乗 用車 につ い てみ れ ば完 成 車 の輸 入税 率 は300%から100%に引 き下
げ られ,同 時 に標 準 利益 率 も80%か ら26%に 引 き下 げ られ る ため,輸 入完
成車 にか かる総 税率 は616.80%から210.88%に大幅 に引 き下 げ られ るこ とに
な った2n(第1表参照)。それ と同時 にCKD車につ いて も輸 入税 率が112%から
20%へ と大幅 に切 り下 げ られ て い るが,総 税 率 に つ い てみ れ ば完 成 車 ほ ど
の 切 下 げ とは な っ てお らず,輸 入完 成 車 とCKD車 の 間の 価 格 差 が 縮 まる結
果 となって いる。
この よ うな関税 引下 げに対 す る 自動車 業界 の 反応 はホ ン ダは 「ドラス テ ィ






























































































































































(出所)rバ ン コ ク 週 報 」1991年7月8日 ～14日 号 。
ので仕方ない」「完成車 とCKDとの税率が予想 した以上 に狭 まったことにつ
いては検討 に値する」とは述べ ているが,生 産 ラインの縮小 は考えていない
と答 えるなど比較的冷静であるのに対 し,非常に深刻 に受 け止めたところも
あ り,「揺藍期の タイ自動車産業を潰すことになる」(日系企業幹部)と過剰 と
も思 える反応 を示 した ところもあった。三菱 はタイを生産拠点 と して大規模
な投資 を計画 していたが,「新規投資 はすべて見合わせ ている」「安 いモデル
以外はやられて しまう」「部品メーカーの力がな くなる。部品の値上げが行 わ
れるのでいつ まで輸 出を続け られるか分か らない」とかな り悲観的である。
ボルボに至 っては さらに悲観的で「国内の自動車組立産業に とって致命的な
一撃 だ」と政府 の措置を非難 した。(スウィーディシュ ・モータース社長)⑳。7
月6日サイアム ・グループも60億バーツの投 資計画を中止す るか否か を検討
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していると発表 した。 この投資計 画の うち,自 動 車組立工場には20億バー
ツ(8億バーッはすでに投資済み)投資する予定であった灘。その理由は,関 税
引下げにより市場 シェアを失 う恐れが出て きたためである。 当初,日 産本社
は タイを他国への輸出基地に しようと期待 していたとの ことであるが,タ イ
か らの自動車輸出 も当初の計 画の6年後 どころか10年たって も難 しいだろ う
としている。後 になって,こ の60億バー ツの大型 プロジェ ク トは中止す る
と発表 された。中止 の理由'として「政府は輸 入車 と国内組立車の販売価格差
が20%程度 になる ように約束 していたが,現 実には5%程度 の差 しかない。
自動車産業の混乱の責任は政府の政策が明確でない ことにある」と政府 を非
難 した。ただ し,状 況が好転すれば再開す る方針 と付け加 えることによ り,
政府の対応次第ではプロジェク ト再開の可能性 を残 している。 また今回の関
税引下げ と事業税の引上げに より6億バー ツの損失が生 じるだろ うと予測 し
ている。政府が事前に業界 と相談す るようなことがあればこれほどの損失 を
被 ることはなかっただろうと政府 を批判 した。 しか し,売上高 につ いては今
年 も昨年 と同 じ500億バー ツの レベ ルは維持 で きるだ ろ うとも予測 してい
る⑳。 これらの反応をみていると,関 税引下げに対する悲観的 な側面 と将来
の見通 しに対する強気 な側面の両方が表われている。 タイの 自動車市場の将
来性 を考 えると,悲 観的な見方 とい うのは,む しろ政府 に対 して関税引下げ
を再考 させる意図をもって語 られているのではないかとい うように も考 えら
れる。
関税引下げの実施後,そ の実効性 を調べ るため,ア マ レー ト(AmaretSila.
on)商務大臣は国内貿易局(lnternalTradeDepartment)に対 し,自 動車価格の
下げ幅が適正な ものであるかどうかチェックするように指示 した。 自動車 メ
ーカーは政府に対 し製造 コス ト等 を報告する よう求め られ,不 適正 な価格に
対 しては価格設定お よび反独占法(PriceFixingandAnti-MonopolyAct)により
罰せ られる。全般 的には自動車会社は13～23%の範 囲で価格 を引 き下げて
いる㈲。 また工業省の発表で も「近い内に 自動車の価格 は さらに下がるだろ
うか ら,消 費者はそれ まで車を買 うの を控 えるのが賢明である。過去2～30
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年で初めて自動車メーカーは消費者に対 してより良い条件 を与えるように競
争 をするこ とになろ う」とも述べた⑳。 これ も消費者優先のひ とつの表 れで
ある。
カ ウ ィー(KaveeVasuvat)タイ 自動 車 産 業協 会(Automotivelndustry
Associatlon)会長は「過去30年間,自 動車の値段が高かったのは税金 と新技術
の導入によるコス トが原因であ り,また,国 内の 自動車組立業者は市場の拡
大 につなが るとして今回の減税措置を歓迎 している」と述べている。つ ま り,
自動車価格が高かったのは寡占体制によるのではな く,し たがって超過利潤
を得ていたのではなかったこ とと,関 税引下げ自体 には消費者の利益 を考 え
て反対ではないという公式の態度の表明であった。 しか し,総論では賛成で
も各論ではそ うではない。事業税は輸入車 と国内組立車 との間で不公正 にな
っていると主張する。輸入車では(CIF価格+輸 入税+営業費+利潤)にかかる
のに対 し,国 内組立車では(輸入キット+輸入税+国 産部品+営業費+組 立費+
利潤+部 品取引に伴 う事業税)にかか り国内組立車 にとって不利であるとい う
のが理由である。組立企業 は完成車 を輸入す ることにより,労働,国 産化規
制,在 庫管理に伴 うリスクを回避す ることがで きるので,今 回の税'制改革に
よって国内のアセンブラーはタイ国内で組み立てるよ りも,組 立か らは撤退
して完成車 を輸入 した方が よい とも述べている⑳。実際には生産規模の小 さ
い ところ以外は撤退 しようと した企業はなく,こ の発言は多分 に政府 に対す
る「脅 し」にみえる。逆 に言 えば,タ イ市場が急速 に成長 していて撤退す る恐
れが小 さかったからこそ,政 府 は自由化に踏み切れたとも言えよう。ウ ィー
ラ副工業相 は,「アジア と東 ヨーロッパの自動車 メー カーで タイに自動車組
立工場 を建設するこ とに関心 を示 しているところがある」と述べ,自 動車産
業の自由化政策 とい う観点 から基本的には賛成である と述べ た⑳。たとえ既
存の メーカーが撤退 して も新 しく進出 して くるから構わない とい うことであ
ろ う。 ところで 自動車組立産業は企業数の多過 ぎる産業 としてよ く取 り上げ
られるが,こ の ウィラー副工業相の発言には企業数を制限 して規模の経済 を
生か して産業 を育成 しようとい う発想は見受け られない。
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政府 に対 す る要求 が最 も強 いの は,自 由 化の 影響 を最 も深 刻 に受 け る とこ
ろで あ る。 自動 車 部 品 メー カーの労 働 者 は シ ッパ ノ ン(SippanOndha)工業 相
に対 し,政 府 の 自動 車産業 政策 を詳 し く説明 す る こ とを求め た。 彼 らに よる
と関税 引 下 げ に よ り,マ ツ ダ,ト ヨタ,日 産 の 自動車 部 品 メ ー カー で は750
人 余 りが 職 を失 った との こ とで あ る。 自動 車 部 品 メー カー 組 合(Unionfor
AutomobileAssemblers'ContentandPartsb4anufacturers,AutomobilePart
Manufacturers膠Assoclation)も政 府 に対 し材 料 の輸 入 税体 系 を変 更す る よう に
求 めて い る。労 働 者の30%が すで に レイ オ フされ た と して い る四。 輸 入関 税
引 下げ はそ れ まで国 内で調 達 して いた部 品 を輸 入品 に切 り替 え国 内の 部 品製
造 メー カ ーの生 産数量 が減 り部 品製 造の コス トア ップ要 因 とな り,そ れ が さ
らに部 品 を輸 入 に シ フ トさせ る こ とにな るα㌔
現 在,タ イで は国 産化規 制(乗用車54%,ピ ックア ップ ・トラック80%)が設
定 され て い るが,シ ッパ ノ ン工 業大 臣 は今 後5年 の うち に この国 産 化規 制 は
廃 止 すべ きで あ る と述 べ た。 これ は単 に 国産 化規 制 の廃 止 の み に留 ま らず,
完 成車 輸 入の 自由化,部 品生 産の た めの原 材料 の輸 入 関税 の引 下げ,組 立工
場 建設 許可 を含 む 自動 車 産業 の 自由化 政策 のパ ッケー ジの一 環 と して行 われ
るべ き もの で あ る と考 え てい る。1〕。 自動 車 組 立工 業 会(AutomotiveAssembly
Association)事務 長 ソ ンマ イ(SommaiSuvanapim)氏は,「国 産 化率 につ い て も
率 は維 持 す べ きだ が,そ の 内 容 に つ い て は アセ ンブ ラ ー に任 せ るべ きで あ
る」働と述 べ てい る。 この 発言 は国 産 化 自体 の 廃 止 で はな く,あ く まで 国 産
化 の枠 内 での 自由化 であ る。現 在8000人が 自動 車組 立工 場 で働 き,2万 人 が
部品工 場 で働 い てい るが,両 者 の雇用 に影 響 が出 な い よ うな対 策 と して出 て
きた もの で あ る。 ところ で,ソ ンマ イ氏 は事 業 税 が 輸 入車 で はCIF価格 に,
国 内 組 立 車 で は 卸 売 価 格 に か か る の は 不 公 平 で あ り,こ の 結 果,CBUと
CKDの価 格差 は5%に な って しまった と も述べ て い る。 そ して,こ の 価 格差
は15%ま で広 げ る必 要 が あ る と して い る⑬。4月 の時 点 で サ イア ム ・モ ー タ
ー ズが20%の 価 格 差 で は少 し不 安 で あ る と述 べ て い た の と比 べ る と,必 要
な価 格差 の幅 は縮 まって きてい る。
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この ような要望 に対 し,ア ナ ン首相 は「大蔵省 は国内での 自動車組立 に使
用する部品の輸入税 を引 き下げる見込みである」ことを明 らかにした。現在,
業界筋の話では輸 入車 と国内組立車 との価格差は3～7%に縮 まり,国 内の
業者は苦境 に立たされていると言われる。 この数字 自体には誇張が含 まれて
いるか もしれ ないが,こ れ に対 し,政 府 は国内産業の保護のため この差 を
15～20%にまで広 げる見通 しであると言われるB心。15～20%とい う数字 は上
述の ものと見事に一致 している。政府は業界の求め に応 じる意向 を示 したも
の と言えよう。
さらにウィー ラ副工業相 も「54%の国産化規制は長期的には タイの 自動車
産業の成長に役立 たないため,こ れを撤廃する必要がある。国内 自動車部品
をどれだけ使 うかは各メーカーに任せるべ きである。 しか し,こ の規定の撤
廃 は徐々に行 う必要がある。部品 メーカー を保護す る措置 も必要であろ う」
と述べた とされる。 これは9月5日の自動車組立工業会の ソンマ イ氏の発言
の主旨と全 く同 じである。 ウィーラ副工業相は消費者優先的な立場を採って
きた人であるが,こ こに至 って部品メーカー保護 も考慮するようになって き
ている縦㌔
本節では,関 税引下げとそれに関連 して国産化規制の緩和 をめ ぐる政府 と
自動車業界の問のや りと りを通 して,タ イ政府の 自動車産業 に対す る見方,
タイ自動車組立産業の現状などについてみて きた。次節ではこの ような動 き
と並行 して完成車輸入にどのような動 きがみ られたかを取 り上げる。
第3節 完成車輸入の動き
1991年4月9日の小 型 乗用 車 の輸 入解 禁 を受 けて,5月 の 初 め には早 くもア
ウデ ィ,現 代(Hyundai)は乗用 車輸 入 の検 討 を始 め た㈲。 韓 国 の 自動車 メ ー
カー は現 地企 業 との 問題 が ない だけ に タイへ の進 出 に積 極 的 な姿 勢 をみせ て
い る。現 代 と起亜(KIA)の計 画 は,当 初 はCBUの輸 出で,後 に国 内で の組 立
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を始め るとい うものであ る。30万バーッ以下で売 れば タイ市場 に浸透 して
行け るだろ うと予測 してい るGη。 また シ トロエ ンの輸 入代理店であるThai-
EuropeCorporationAutosalesCo.も輸入関税の引下げに伴いシ トロエ ンの
シェアを引 き上げる と発表 した鮒。 これ らは正式な輸入代理店による輸入で
あるため障害は少 ない。問題 となるのは正式な輸入代理店でない独立系の輸
入業者が輸入 しようとする場合である。小型乗用車の輸入が解禁 されてか ら
数週 間の間に独立系の輸入業者が グレイ ・マーケ ッ ト(合法的な闇取引)を形
成 し始めた。 これらの業者は正式 なルー トに乗 っていないために実際に輸入
しようとするとさまざまな障害にぶつかることになる。 また,タ イ国内の正
式な代理店が輸入 しようとしてもタイ向けに生産するのに時間がかかるため
に実際に輸 入で きるようになるのは1年位後になって しまうG9。
独立系の輸入業者が 日系企業による「完成車輸入の間接的禁止」にあってい
る として問題 になるのは8月に入ってか らである。「完成車輸入の間接的禁
止」とは次 のような状況 を指す。完成車輸 入は未登録車に限 られている。商
業省の定義 では,た とえ1日でも登録 されていた車は中古車 と見 なされ,輸
入することはで きない㈲。そこで 日本の自動車 メーカーは2300cc以下の車 に
ついては日本のディーラーに対 しては必ず登録するように指導 している。登
録す ることによってその車は自動的に輸入がで きな くなって しまう。 また 日
本のデ ィーラーに輸入の話 を持ちかけた場合にはそのデ ィーラーに自動車メ
ーカーの本社にコンタク トを取るように言われ,そ こで本社にコンタク トを
取ると今度はタイのエージェ ン トを通す ように言われる。 しか し,タ イのエ
ージェ ン トの多 くは組立企業であ り,在庫がた まっている状況では輸入を認
めることはあ りえない。このようにして完成車が間接 的な方法で輸入禁止 と
なって しまうということである。
この ような状況 に対 して ウィラー副工業相は「たとえ登 録 されていて も1
年以内に輸入 された ものは新車 と見なすべ きである」と述べ,完 成車輸入の
条件 を緩和するよう求めている㈲。
「完成車輸入の間接 的禁止措置」の批判は 日系企業のみで な く商業省(特に
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外国貿易局,ForeignTradeDepartment:FTD)にも向けられた。すなわち商業
省は新税制の この ような抜け穴 を知 りなが ら,そ の問題点 を指摘 しなかった。
さらに2300cc以上の車 について も現行では2年間の猶予期 間があるために登
録 されていて も輸入することがで きるのに対 し,外 国貿易局は2年間の猶予
期間 を登録 された日か らで な く,車 の製造 日から数 えるべ きだ と主張 した。
しか し,こ の提案 は,誰 も車の製造 日を正確 に知 ることがで きないため に
2300cc以上 の車の輸入を実質的に禁止 する可能性 を持った ものであったゆ。
この ことで関税局(CustomsDepartment)も批判の対象 となった。
国税局(RevenueDepartment)に対 して も批判が向け られた。独立輸入業者
の示す自動車価格は タイ国内の正式 な代理店が示す価格 よりもかな り低 いた
めに,国 税局は独立業者の事業税の計算額 を受け付けて くれないというので
ある"%代 理店の示す自動車価格が高 くなるの は計算上の「市場価格」を用い
ていたか らのようである。関税局 によれば輸入完成車 にかかる事業税 は「市
場価格」に対 して課せ られる。「市場価格」は(CIF価格+輸 入税+標 準利益)と
して計算す る。 ここで標準利益 は(CIF価格+輸入税)の26%として計算する。
したがって,完 成車 にかかる総課税率 は関税引下げ当時の値,138%(2300cc
以下),211%(2300cc以上)を上回ることになる栂。 これによって輸入車の価
格は20%程度高 くなっていた と言われる"%そ こで輸入車の事業税の計算に
市場価格ではなく大蔵省の計算方式 を厳密に適用することによってこの問題
は一応解決す る。 とは言 うものの,す ぐ後にみるように8月の末 にかけて税
制上の混乱はますます増大 してい く。
商業省に向 けられた批判の もうひとつの点,す なわち1日で も登録 された
車は中古車 と見な されるという点 については,商 業省の官僚は「現在 の規則
では国内のエージェン トのみ に自動車の輸入が認め られてお り,個人が輸入
す ることを認めていない」㈹と述べ,独 立業者の輸入に批判的であることを
明確 に している。 しか し,こ の ような発言が行われて間 もな く自動車輸入規
則が改正 されている。その改正 とは,商 業省から提案 されたもので「2300cc
以下の車 については,た とえ登録 されていても登録後60日以 内に船積 み さ
一163一
れた もの は新 車 と認 め る。 また,2300cc以上 の 車 に つい て は 製 造 後,何 年
経 っ てい るか にかか わ らず 輸 入 を認 め る。 た だ し,商 業省 の認 可 を必 要 とす
る」㈲とい うもの で あ る。 この改 正 け独立 業 者の利 益 に沿 った もの で あ る。
税制 上の 「抜 け穴」を利用 す るの では な く,よ り直接 的 な手段 で 輸 入 を制 限
しよ うとい う例 も明 らか に なって きた。 ベ ンツの代理 店 であ る トンブ リ ・パ
ニ ッ ト(ThonburiPanich)はMercedesBenzAGとMercedesBenzUKに対 し,
タイ人旅行 者へ 免税 のベ ンツを売 らない よ うに求め る とと もに,タ イへの 輸
送 を12～14カ月遅 らせ る よう求 め た姻。
8月23日にな っ て ステ ィー大 蔵大 臣 は「現 在,輸 入車 に は(市場 価格+輸 入
税+マ ーケテ ィング費用)に事業 税 が かか っ てい る。 その た め,デ ィー ラーの
中に は高 い市場価 格 をつ けて事 業税 を多 く払 って,国 内 の販 売価 格 をつ り上
げ よ う と してい る ところが あ る。 そ こで,市 場 価 格 の かわ りにCIFを用 い る
こ と を大 蔵 省 は検 討 して い る」嶋と述 べ て い る。 と ころが 実 際 に 出 て きた も
の は独立 輸 入業者 に有 利 に なる どころ か,か えって輸 入 を不可 能 に しかね な
い もの であ った。 そ の改 正 とは8月27日に変 更 され た もの で,大 蔵省 は完 成
車 輸 入 にか か る事 業 税 の算:出基 準(タ ックスベー ス)をCIF価格 に対 し450%
(2300cc以上),327.8%(2300cc以下)にす る と発 表 した馴。 これ は市 場 価格 を
2300cc以上 でCIF価格 の450%,2300cc以上で327.8%と見 なす とい う もので,
7月2日の 改正 で の値(それぞれ252%,201.60%)を上 回 る もの であ る。 つ ま り,
それ だけ輸 入車 の税 負担 が増 え,輸 入 車の市 場 価格 を押 し上 げ る こ とにな る。
総 税負 担 率 は2300cc以上 で7月2日 改正 時 の210.88%から298%に,2300cc以
下 で は137.62%から186.2%へと大 幅 に上 昇 す る こと になる。
この改正 は公 式 に も国内の 自動 車組 立会 社の 保護 強化 を 目的 とす る こ とが
明 らか に されてい る。 タイ工 業連 盟(FederationofThaiIndustries)の自動車 産
業 会(AutomotiveIndustryClub)は工業省 に対 し,輸 入車 と国内 組立 車 の販 売
価 格 の格 差 が2.54%～5%に縮 まった ため,こ の 格 差 を広 げ る よ うに税 制 を
改 正 す る よ う求 め る要 請や,国 内車 には卸 売価 格,輸 入車 にはCIF価格 を課 税
基準 とす るの は不 公平 であ る との批 判 に答 えた もの とみ る こ と もで きよ う61}。
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この ような改 正 は,当 然の ことなが らそ れ に よって不利 益 を被 る独立 輸 入
業 者の 猛 烈 な反 発 を受 け た。 そ こで アナ ン首 相 は ス テ ィー大 蔵大 臣 と 国税
局局 長 パ ンデ ィ ッ ト(PanditBunyapana)に対 し,税 制上 の 混乱 を取 り除 くよ
うに命 じた働。8月27日の改 正 か らわず か3日 目の8月30日に再 び税 制 が 変更
され た。大 蔵省 は8月27日に変更 され た税制 を7月2日に発 表 された もの,す
なわ ち総 税負 担 率 でCIF価格 に対 し210.88%(2300cc以上),137.62%(2300cc
以下〉に戻 した。 この改 正 に至 る まで に は独 立 輸 入業 者 の猛 烈 な ロ ビー活動
が あ っ た 。 「こ の グ ル ー プ の 代 表 者 カ セ ー ム ・パ ニ ッ タ ク ン(Kasem
Panichtrakul)は右翼 グル ー プr赤い野牛 」の長 ス ッサ イ ・ハ ッサ デ ィン ・ナr
アユ タヤ少 将(SudsaiHadsadinNaAyuthaya)の子分 で あ る。 彼 らは記 者 会見場
に押 しか けて新 しい発表 が あ るまで帰 ろ うと しなか った」闘。
自動 車輸 入 には好 都合 な環境 は整 え られ て いった が,実 際 に輸 入が促 進 さ
れ るか とい えば 見通 しは あ ま り明 る くない。 とい うの は,タ イ国内 に組立 工
場 を持 って いる企 業 がそ れ と競 合す る形 で輸 入 を増 やす とは考 え に くいか ら
で あ る。 これ らの企 業の 中 には,並 行 輸 入 した もの はその 品質 を保証 しな い
こ とを明 らか にす る ことに よって並行 輸 入 を抑 え よ うと して いる とこ ろ もあ
る。 この ような行 為 に対 して,輸 入業 者 や消 費者 か ら「日本 自動 車 メー カー
は新 しい 自動 車政 策 をス トップ させ,さ らにルー プ ホール を利用す るな ど し
て,輸 入車 に対 して タイ国内 で生産 してい る 日本 車 を保 護 しよ うと して いる」
との批判 が でて い る馴。
輸 入が増 え る とす れば と市場 の競 合 しな い高 級 車 か タイ国内 で組立 を行 っ
て いな い メー カーの 車で あ る。 ホ ンダ,ト ヨタ,マ ツ ダ,ニ ッサ ンな どは前
者 の例 であ り,プ ジ ョー=ヨ ン トラキ ッ ト ・モ ー ター ・グル ープ,フ ォル ク
ス ワー ゲ ン とア ウデ ィの総 輸 入代 理 店で あ る コマ ー シ ャル ・モ ー ター ワー ク
ス社,韓 国の 現代 自動 車 の タイでの 総代理 店 であ るユ ナ イテ ッ ド ・オー ト ・
セ ー ルス ・タイ ラ ン ド,フ ォー ドの組立 ・販売 会社 で あ るニ ューエ ラ,な ど
は後者 の例 であ る。
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第4節 自動車自由化の影響
関税 引下 げ が発 表 され た1991年7月の 自動 車販 売 台数 は前 年 同 月比 で33%
減 少 した。 乗 用車 は19%の 減 少 に留 ま ったの に対 し,商 用 車 は38%と い う
大 幅 な減 少 を示 した。 この 理 由は価 格の 低下 を期待 して買 い控 えてい るた め
で あ り,商 用 車の 減 少が乗用 車 よ り激 しいの は,乗 用 車 との価 格差 が どの程
度 縮 まるか を見 極 め て乗 用車 に シ フ トす る か ど うか検 討 して い るた め で あ
る田。 関税 引下 げ が タイ国 内の組 立 産 業 に不利 に働 い た と して も操 業 を停止
す る こ とを決定 した ところは ほ とん どない。 タイで フ ィア ッ トの組 立 ライセ
ンス を持 つWor1dAutoPartsManufacturlngCo(WAP)は操 業 停止 を決定 した
が,も と もとWAPは500万バ ー ッの 負債 を抱 えて い た こ とが 撤 退 の原 因 で あ
り,関 税 引下 げは撤 退 の決定 を促 しただ けで ある1孔
これ までみ て きた よ うに 自動 車 メー カー は関税 引 下げ,自 由 化の マ イナ ス
の イ ンパ ク トへ の対 応 に追 われ る一 方 で,プ ラス面 と して 自動 車 価格 が 低下
す る こ とに よって将来 の タイの 自動 車市場 の 拡大 を見越 して生 産設 備の 拡張
に努 め てい る。 以 下 では この時期 に現 れ た生 産能力 拡張 努力 を簡単 に まとめ
て お く。
・SiamNissanAutomobileはプ レス工 場 を4月11日に オー プ ン させ た。 サ イア
ム ・モ ー ター ズ と 日産の 合弁 で総 工 費5億 バ ー ツ。 軽 トラ ック と乗 用 車 の ボ
デ ィーの一 部 と燃料 タ ンクを1日に1万個生 産 で きる6%
・MMCSittipolはチ ョンブ リの レム チ ャバ ン工 業団 地 に140億バ ー ツの総 合
自動車 組立 工場 を建 設す る厨。
・ダ イ ハ ッ は バ ンチ ャ ン ・ジ ェ ネ ラ ル ・ア セ ン ブ リ(BangchanGeneral
AssemblyCo.)の工 場 で軽 自動 車 「ミラ」の 生 産 を開 始 した。 今 の とこ ろ月産
300台,新工場 の 生 産 ラ イ ンが稼働 す れ ば部 品 メ ー カーが つ い て これ る範 囲
で700台まで引 き上 げ る予定 。将 来の 目標 と して月産1000台を 目指 す69。
・HondaCars(Thailand)Coはミンブ リのKarnasutaGeneralAssemblyPlant
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で ホ ン ダの 乗 用車 を組 み 立 て る こ と を決 定 した。 ア コー ドを年4000台組 み
立 て る予 定 。現 在 ホ ン ダ車 は年 間1万4000台,組み立 て てい る。 今 後,乗 用
車 の需 要 が増 え る もの と予 想 して新 工 場 に投 資 を行 った。 ホ ンダで は1995
年 に は50万台 売 れ,こ の う ち35～40%は乗 用 車 と予想 して い る。 関 税 引 下
げ に よ り,当 初 の予 想(40万台の販売台数で内25%が乗用車)を上方 修 正 した も
の で あ る。 ホ ン ダ車 につ い て は現 在3000台の 注文 が待 機 リス トに載 って い
る。1991年上 半 期 の ホ ン ダ車の 販売 台数 は5417台で あ った。 来 年 は1万8000
台 に達す るだ ろ うほ㌔
・Tri-PetchIsuzuSalesCoは総 額80億バー ツの大 型投 資計 画 を乗用 車 ・部 品
輸 入 関 税 の 引 下 げ 後,中 断 して い た が,予 定 どお り実 行 す る と発 表 した 。
25億バ ー ツ を ピ ックア ップ ・トラ ックの組 立 能力 拡大 に(年間6万台か ら10万
台へ一 組立工場 の拡張工事は1990年から始 まっている),55億バ7ツ をエ ンジ
ン,ト ラ ンス ミッシ ョン,車 軸 の生産 に投 資す る計 画。 また,サ イアム ・ナ
ワ ロハ ・フ ァ ウン ドリー(SiamNawalohaFoundryCo一サ イアム ・セメ ン ト・グ
ループ)とエ ンジ ンの 国 産化 率 を上 げ るた め鋳 鉄部 品生 産 の合 弁事 業 を計 画
中。 この プ ロ ジェ ク トは投 資 委員 会(BOI)の奨励 を受 け,年30万 ユ ニ ッ トを
生産 の予 定励。『
・ トヨ タは トヨ タ車 組 立 エ場 内 に コ ン ピュ ー タ制御 で 年 間10万台 を処 理 で
きる スプ レー塗装 工場 と1日1200トンの 汚水 処理 能力 を持 つ 汚水処 理場(これ
までは1日600トン)を設 けた助。
以上みて きたのは1991年の新聞 に表れた自動 車産業 における設備投資 の
記事の うちのごく一部にす ぎない。 この他にも工場拡張 に関する もの,部 品
工場の新殺に関す るもの,人 材育成に関するものなど多 くの ものがある。 こ
の ように自動車産業の設備投資意欲は旺盛である。それはタイの自動車市場
が将来非常に有望であ り,将 来の シェア争いは現在の設備投資競争で決 まっ
て しまうか らである。このような予想があるか らこそ自動車産業の衰退な し
に自由化 に転 じることができたと言え よう。 もしタイ政府が この ようなタイ
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ミン グを狙 って いた とす れば,タ イの政 府 は賢明 な政 府 と言 え るか もしれ な
い ら、
おわ りに
本稿では,ま ず1960年代の輸入代 替工業化の時代 に政府の保護の下で「競
争的」と言 われる ような自動車組立産業が形成 されてい く過程 を振 り返 り,
それが1991年の 自由化に際 して どの ように対応 してい ったか をみて きた。
一般的には,一旦保護が与え られるとそれを取 り除 くのは容易ではなく,も
し産業自体が競争力 を備 えていない場合にはその産業 自体が破壊 されかねな
い。 したがって,産 業の競争力 と自由化の程度 との兼ね合いが重要 となって
くる。1991年の タイの 自動車産業の 自由化 は,80年代 の高成長 とともに自
動車販売台数 も急増 し,設備投資競争 も起 こっていた状況で競争力 をつけよ
うとしていた段階であった。一方,自 由化の程度は,政 策が決定 されるまで
の間に政府 と民間企業 との間にかな り激 しいや りとりがあ って決め られてい
る。 自動車産業の将来の展望が これほ ど明る くない場合 には決定に至るのは
容易ではなかっただろう劔。結論 としては,完 成車輸入は競争的 なものはで
きるだけ制限 し,補完的なものは促進することによって国内の組立企業に対
する影響 を最小限に止め,消 費者 にとっては価格低下 とい う恩恵 を受けるこ
とにな り,こ れが需要増加 となって 自動車組立企業 も恩恵 を受けるという形
となった。結局,自 由化は輸入車 との競争 を促進す るとい うことにはならず,
国内の自動車価格の低下をもた らすところに最大の メリッ トがあった と言 え
よう。競争圧力 は拡大す る国内市場 をめ ぐっての シェア争 いにあった。
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